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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第99期

中間連結会計期間
第100期

中間連結会計期間
第99期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 150,498 213,393 331,109

経常利益 (百万円) 1,660 10,612 5,620

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 980 7,777 3,680

中間包括利益又は包括利益 (百万円) △1,324 8,688 5,578

純資産額 (百万円) 71,188 84,581 77,102

総資産額 (百万円) 155,685 227,326 177,864

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 24.79 196.54 93.01

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 24.41 193.53 91.59

自己資本比率 (％) 45.29 36.81 42.91

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,332 △36,033 1,867

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,541 △1,954 △5,182

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,373 34,871 5,076

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 6,404 5,892 8,936
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　 ２　当社は株式給付信託(BBT)を導入しており、１株当たり中間(当期)純利益の基礎となる期中平均株式数はそ

の計算において控除する自己株式に当該信託が保有する当社株式を含めております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
　(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、ＡＩ関連投資が景気を下支えしたものの、個人消費の伸び悩みや高い

金利水準などを背景に、緩やかな減速傾向となりました。また、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の高止ま

りや供給制約、各国の通商政策を巡る不透明感などから、先行きは不透明な状況が継続しました。また、わが国経

済においては、雇用・所得環境の改善や堅調な設備投資を背景に、景気は緩やかに回復いたしました。

主要顧客である自動車・輸送機器関連業界におきましては、自動車・輸送機器関連の生産が底堅く推移したもの

の、８月度は一部自動車メーカーの生産停止や部品供給への影響などにより減少するなど、月ごとに変動がみられ

ました。海外においても、地域によって生産動向にばらつきがみられ、自動車市場を取り巻く環境は不透明な状況

が続きました。また、当アルミニウム二次合金業界では、自動車向け需要の動向に左右されるなか、６月後半から

のＬＭＥ価格の下落など、依然として先行き不透明な事業環境が続きました。

このような事業環境の下、当社グループの連結売上高におきましては、熊本地震に伴うサプライチェーンの影響

が一部みられたものの、一部の海外拠点において輸入原料の入着遅れが解消したこと、また、自動車・二輪向けダ

イカスト材及び鋳物材の販売が引き続き堅調に推移したことを受けて、アルミニウム二次合金地金1,325億９百万

円（前中間連結会計期間比45.6％増）、商品・原料他808億８千４百万円（前中間連結会計期間比36.0％増）で、

これらを併せた売上高総額は2,133億９千３百万円（前中間連結会計期間比41.8％増）となりました。

収益面におきましては、ＬＭＥ相場の下落による原料仕入価格の調整に取り組みました。また、海外において

も、アルミニウム二次合金セグメントの製品販売価格と原料価格の価格差（スプレッド）が拡大し、収益に寄与し

ました。これらの結果、営業利益113億１千７百万円（前中間連結会計期間比332.6％増）、経常利益106億１千２

百万円（前中間連結会計期間比539.2％増）となり、親会社株主に帰属する中間純利益は77億７千７百万円（前中

間連結会計期間比692.8％増）を計上することとなりました。

　事業別セグメントの状況は、次のとおりであります。

　アルミニウム二次合金事業は、前述のとおり、売上高は2,118億９千３百万円（前中間連結会計期間比42.9％

増）、営業利益は111億４千６百万円（前中間連結会計期間比377.3％増）となりました。

　その他の事業セグメントは、ダイカスト製品事業は低調に推移したことにより、売上高は27億７千５百万円（前

中間連結会計期間比5.3％減）、営業利益は１億８千万円（前中間連結会計期間比34.8％減）となりました。
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（流動資産について）

当中間連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ475億５千万円増加し1,879億２千３百

万円となりました。これは主に受取手形及び売掛金が188億６千２百万円、商品及び製品が174億１千７百万円、原材

料及び貯蔵品が142億４千３百万円それぞれ増加したことと、現金及び預金が30億３千４百万円減少したことによる

ものであります。

（固定資産について）

当中間連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べ19億１千１百万円増加し394億２百万

円となりました。これは主に投資有価証券が20億円、繰延税金資産が１億５千９百万円それぞれ増加したことと、有

形固定資産が２億３千３百万円減少したことによるものであります。

（流動負債について）

当中間連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ405億５千３百万円増加し1,309億７百

万円となりました。これは主に支払手形及び買掛金が34億３千２百万円、短期借入金が354億２千６百万円、未払法

人税等が14億８千万円それぞれ増加したことによるものであります。

（固定負債について）

当中間連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べ14億３千万円増加し118億３千７百万

円となりました。これは主に長期借入金が10億１千１百万円、繰延税金負債が４億２千８百万円それぞれ増加したこ

とによるものであります。

（純資産について）

当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ74億７千８百万円増加し845億８千１百万円とな

りました。これは主に利益剰余金が65億９千万円、その他有価証券評価差額金が９億８千１百万円それぞれ増加した

ことと、為替換算調整勘定が２億４千５百万円減少したことによるものであります。

 
　(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ30億４

千３百万円減少し、58億９千２百万円となりました。

　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動による資金は、税金等調整前中間純利益の獲得に加えて、仕入債務が増

加したことによる資金の増加と、売上債権と棚卸資産が増加したことによる資金の減少により360億３千３百万

円の減少（前中間連結会計期間は83億３千２百万円の増加）となりました。

　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動による資金は、主に有形及び無形固定資産の売却による収入と、有形固

定資産と投資有価証券の取得による支出により19億５千４百万円の減少（前中間連結会計期間は35億４千１百万

円の減少）となりました。

　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動による資金は、主に短期借入金の純増減額の増加と、長期借入れによる

収入と、長期借入金の返済による支出と、配当金の支払いにより348億７千１百万円の増加（前中間連結会計期

間は53億７千３百万円の減少）となりました。

 

　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

　(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は７千１百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間
末現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,629,235 43,629,235
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は
100株であります。

計 43,629,235 43,629,235 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　

　　　　該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

 

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年９月30日 ― 43,629,235 ― 6,346 ― 2,400
 

 

(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を除
く。)の総数に対する所有
株式数の割合(％)

有限会社山本エステート
大阪府豊中市新千里東町１丁目１番２
号

3,480 8.76

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社

東京都港区赤坂１丁目８番１号 3,439 8.66

山　本　隆　章 大阪府豊中市 2,235 5.63

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,904 4.79

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番１２号 1,521 3.83

大紀アルミ得意先持株会 大阪市北区中之島３丁目６番３２号 1,108 2.79

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,003 2.52

安　宅　千　浩 大阪府豊中市 944 2.37

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 825 2.08

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 744 1.87

計 ― 17,207 43.33
 

(注) １　上記のほか、当社所有の自己株式3,928千株保有しております。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

 
　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　      　1,633千株

　　　株式会社日本カストディ銀行　　　　　　　 　　             1,433千株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 3,928,000
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式39,639,700
 

396,397 同上

単元未満株式 普通株式 61,535
 

― 同上

発行済株式総数 43,629,235 ― ―

総株主の議決権 ― 396,397 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２千株(議決権20個)含まれ

ております。　

    ２　「完全議決権株式(その他)」には、株式給付信託(BBT)の信託財産として信託が保有する当社株式129,000株

(議決権1,290個)が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
大紀アルミニウム工業所

大阪市北区中之島３丁目
６番３２号

3,928,000 ― 3,928,000 9.0

計 ― 3,928,000 ― 3,928,000 9.0
 

（注）株式給付信託(BBT)の信託財産として信託が保有する当社株式129,000株は、上表には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社大紀アルミニウム工業所(E01318)

半期報告書

 8/24



 

２ 【役員の状況】

　（1）役員の異動

　　　該当事項はありません。

 
　（2）役員の業績連動給与

前事業年度の有価証券報告書「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　４．コーポレートガバナンスの状況

等」（4）役員の報酬等　①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項　について、有価

証券報告書の提出日時点では未確定でしたが、確定いたしましたので改めて業績連動給与について記載いたしま

す。

 
　①役員の報酬等の内容及び決定方法等

2026年６月19日開催の当社第99回定時株主総会終了後の取締役会において、業績連動給与の計算方法、役員の役職

別ポイント及び留意事項の一部改定を以下のとおり決議いたしました。

 
　②計算方法

業績連動給与＝連結経常利益×1.51％×各取締役のポイント／役員(執行役員合計61.5ポイントを含

む)　　　　　　　のポイント合計

 
役職 ポイント 取締役の数（人） ポイント合計

代表取締役会長 30.5 1 30.5

代表取締役社長執行役員 28.5 1 28.5

取締役専務執行役員 18.5 2 37.0

取締役常務執行役員 16.5 1 16.5

合計 － 5 112.5
 

 
　留意事項

(1) 法人税法第34条第１項第３号イ（１）に規定する「確定額」は、164百万円を限度としております。連結経常利

益に1.51%を乗じた金額が164百万円を超えた場合は、164百万円を各取締役のポイント数で割り振り計算した金

額をそれぞれの業績連動給与としております。

(2) 連結経常利益に1.51%を乗じた金額については百万円未満切捨てとしております。

 
　なお、当社の役員報酬制度につきましては、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関する報告書にて開示し

ております。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,082 6,047

  受取手形及び売掛金 ※１  74,421 93,284

  商品及び製品 22,681 40,098

  仕掛品 210 256

  原材料及び貯蔵品 27,880 42,124

  その他 6,107 6,125

  貸倒引当金 △11 △13

  流動資産合計 140,373 187,923

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 21,982 22,223

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △12,524 △12,771

    建物及び構築物（純額） 9,457 9,452

   機械装置及び運搬具 41,761 42,491

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △31,989 △32,489

    機械装置及び運搬具（純額） 9,772 10,001

   工具、器具及び備品 2,477 2,511

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,088 △2,125

    工具、器具及び備品（純額） 389 385

   土地 4,412 4,398

   リース資産 2,207 2,219

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △580 △620

    リース資産（純額） 1,626 1,599

   建設仮勘定 694 281

   有形固定資産合計 26,351 26,118

  無形固定資産 211 205

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,461 9,462

   長期貸付金 2 2

   退職給付に係る資産 1,506 1,507

   繰延税金資産 420 579

   その他 1,895 1,879

   貸倒引当金 △357 △352

   投資その他の資産合計 10,928 13,078

  固定資産合計 37,490 39,402

 資産合計 177,864 227,326
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 16,221 19,653

  短期借入金 67,968 103,394

  未払金 2,519 2,701

  未払法人税等 758 2,239

  未払消費税等 145 58

  未払費用 1,618 1,580

  賞与引当金 333 528

  その他 787 750

  流動負債合計 90,354 130,907

 固定負債   

  長期借入金 6,162 7,173

  役員退職慰労引当金 12 14

  退職給付に係る負債 436 433

  リース債務 231 222

  資産除去債務 306 308

  繰延税金負債 3,110 3,539

  その他 146 146

  固定負債合計 10,407 11,837

 負債合計 100,761 142,745

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,346 6,346

  資本剰余金 8,717 8,873

  利益剰余金 49,819 56,409

  自己株式 △2,387 △2,543

  株主資本合計 62,496 69,086

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,154 4,136

  繰延ヘッジ損益 △38 64

  為替換算調整勘定 10,154 9,908

  退職給付に係る調整累計額 551 485

  その他の包括利益累計額合計 13,822 14,595

 新株予約権 142 142

 非支配株主持分 640 756

 純資産合計 77,102 84,581

負債純資産合計 177,864 227,326
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 150,498 213,393

売上原価 143,723 197,233

売上総利益 6,775 16,159

販売費及び一般管理費   

 運搬費 1,675 2,086

 貸倒引当金繰入額 － 1

 役員退職慰労引当金繰入額 1 1

 賞与引当金繰入額 85 115

 その他 2,397 2,637

 販売費及び一般管理費合計 4,159 4,842

営業利益 2,616 11,317

営業外収益   

 受取利息 73 131

 受取配当金 76 144

 持分法による投資利益 － 351

 鉄屑売却益 50 61

 その他 117 129

 営業外収益合計 317 819

営業外費用   

 支払利息 823 1,297

 持分法による投資損失 110 －

 為替差損 278 158

 その他 60 68

 営業外費用合計 1,273 1,524

経常利益 1,660 10,612

特別利益   

 固定資産売却益 7 19

 特別利益合計 7 19

特別損失   

 固定資産除売却損 63 85

 特別損失合計 63 85

税金等調整前中間純利益 1,603 10,545

法人税、住民税及び事業税 789 2,857

法人税等調整額 △120 △204

法人税等合計 669 2,653

中間純利益 934 7,892

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に
帰属する中間純損失（△）

△46 114

親会社株主に帰属する中間純利益 980 7,777
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 934 7,892

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 605 981

 繰延ヘッジ損益 7 102

 為替換算調整勘定 △2,770 △206

 退職給付に係る調整額 △52 △65

 持分法適用会社に対する持分相当額 △48 △15

 その他の包括利益合計 △2,258 796

中間包括利益 △1,324 8,688

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △1,225 8,550

 非支配株主に係る中間包括利益 △99 138
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,603 10,545

 減価償却費 1,840 1,906

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 1

 賞与引当金の増減額（△は減少） 69 195

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17 0

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △79 △96

 受取利息及び受取配当金 △150 △276

 支払利息 823 1,297

 為替差損益（△は益） 3 △10

 持分法による投資損益（△は益） 110 △351

 固定資産除売却損益（△は益） 56 66

 売上債権の増減額（△は増加） 1,435 △18,420

 棚卸資産の増減額（△は増加） 1,278 △32,009

 前渡金の増減額（△は増加） △173 △97

 未収入金の増減額（△は増加） 223 48

 仕入債務の増減額（△は減少） 2,124 3,480

 未払消費税等の増減額（△は減少） 112 △87

 その他 △49 132

 小計 9,246 △33,674

 利息及び配当金の受取額 149 276

 利息の支払額 △827 △1,295

 法人税等の支払額 △235 △1,339

 営業活動によるキャッシュ・フロー 8,332 △36,033

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の売却による収入 8 43

 有形固定資産の取得による支出 △3,068 △1,725

 投資有価証券の取得による支出 △411 △230

 短期貸付けによる支出 △105 －

 短期貸付金の回収による収入 61 －

 その他 △25 △41

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,541 △1,954

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △3,041 35,283

 長期借入れによる収入 900 3,400

 長期借入金の返済による支出 △2,000 △2,568

 自己株式の処分による収入 － 231

 自己株式の取得による支出 △0 △231

 配当金の支払額 △1,187 △1,187

 非支配株主への配当金の支払額 △11 △22

 その他 △31 △32

 財務活動によるキャッシュ・フロー △5,373 34,871

現金及び現金同等物に係る換算差額 △257 72

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △839 △3,043

現金及び現金同等物の期首残高 7,244 8,936

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  6,404 ※１  5,892
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

（役員に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、取締役（社外取締役である取締役を除きます。以下、断りがない限り、同じとします。）及び委任型

執行役員（以下、取締役と委任型執行役員をあわせて「取締役等」といいます。）の報酬と当社の業績及び株式

価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価変動による利益及びリスクを株主の皆様と共有することで、中

長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締役等に対する業績連動型

株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しており

ます。

 

(1) 取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本

信託」といいます。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社

株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて

給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取

締役等の退任時となります。

 

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当中間連結会計期間末231百万円、129千

株であります。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、連

結子会社の前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前連結会計年度末残高に

含まれております。

 
 

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

受取手形 3百万円 －百万円
 

 
　２　偶発債務

　　　当社の連結子会社であるダイキアルミニウム インダストリー インドネシアは、2024年４月30日にインドネシア

税務当局から2019年度及び2022年度の法人税申告に関して、2024年５月30日までに77,006百万インドネシアルピア

の移転価格等の納付を命じる追徴課税通知を受領いたしました。同社は、当局からの指摘内容に承服しかねるた

め、2024年７月30日（現地時間）に税務調査を行った税務署に異議申立てを行いました。税務署の審査が終了した

結果、一部7,912百万インドネシアルピアは異議申立てが認められましたが、それ以外の否認された内容に承服しか

ねるため、2025年７月14日に税務裁判所に提訴しました。

　　　また、同社は、2025年６月23日にインドネシア税務当局から2023年度の法人税申告に関して、2025年７月22日ま

でに41,935百万インドネシアルピアの移転価格等の納付を命じる追徴課税通知を受領いたしました。同社は、当局

からの指摘内容に承服しかねるため、2025年９月19日（現地時間）に税務調査を行った税務署に異議申立てを行い

ました。税務署の審査結果は異議申立てのほぼ全てが否認された内容であったため、2026年12月21日までに税務裁

判所に提訴する予定です。

　　　更に同社は、2026年4月27日にインドネシア税務当局から2024年度の法人税申告に関して、2026年5月26日までに

44,443百万インドネシアルピアの移転価格等の納付を命じる追徴課税通知を受領いたしました。同社は、当局から

の指摘内容に承服しかねるため、税務調査を行った税務署に異議申立てを行う予定であります。

 なお、税務裁判や異議申立ての結果により、一部について課徴金が課される場合があります。異議申立てが認め

られず返還されていない金額については、連結貸借対照表の投資その他の資産のその他（長期未収入金）に含まれ

ており、費用処理はしておりません。

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 6,539百万円 6,047百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金及び定期積金

△135百万円 △154百万円

現金及び現金同等物 6,404百万円 5,892百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月20日
定時株主総会

普通株式 1,187 30.00 2025年３月31日 2025年６月23日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月13日
取締役会

普通株式 989 25.00 2025年９月30日 2025年12月５日 利益剰余金
 

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月19日
定時株主総会

普通株式 1,187 30.00 2026年３月31日 2026年６月22日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月11日
取締役会

普通株式 1,786 45.00 2026年９月30日 2026年12月７日 利益剰余金
 

(注)　2026年11月11日開催の取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託(BBT)の信託財産として信託が保

有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

アルミニウム
二次合金

売上高      

  外部顧客への売上高 147,593 2,905 150,498 － 150,498

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

669 26 695 △695 －

計 148,263 2,931 151,194 △695 150,498

セグメント利益 2,335 277 2,612 3 2,616
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ダイカスト製品事業及びアルミニ

ウム溶解炉事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額３百万円には、セグメント間の取引消去金額３百万円が含まれております。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

アルミニウム
二次合金

売上高      

  外部顧客への売上高 210,723 2,670 213,393 － 213,393

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,169 105 1,274 △1,274 －

計 211,893 2,775 214,668 △1,274 213,393

セグメント利益 11,146 180 11,327 △9 11,317
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ダイカスト製品事業及びアルミニ

ウム溶解炉事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△９百万円には、セグメント間の取引消去金額△９百万円が含まれております。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間連結会計期間(自　2025年４月１日 至　2025年９月30日)

   （単位：百万円）

 
 報告セグメント その他

(注)
合計

アルミニウム二次合金

日本 74,728 1,332 76,061

アジア(日本除く) 71,981 1,572 73,553

欧州 85 ― 85

その他 799 ― 799

顧客との契約から生じる収益 147,593 2,905 150,498

外部顧客への売上高 147,593 2,905 150,498
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ダイカスト製品事業及びアルミニウ

ム溶解炉事業を含んでおります。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日 至　2026年９月30日)

   （単位：百万円）

 
 報告セグメント その他

(注)
合計

アルミニウム二次合金

日本 109,015 1,366 110,381

アジア(日本除く) 100,291 1,303 101,595

欧州 384 ― 384

その他 1,032 ― 1,032

顧客との契約から生じる収益 210,723 2,670 213,393

外部顧客への売上高 210,723 2,670 213,393
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ダイカスト製品事業及びアルミニウ

ム溶解炉事業を含んでおります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

(1) １株当たり中間純利益 24円79銭 196円54銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 980 7,777

   普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   中間純利益(百万円)

980 7,777

    普通株式の期中平均株式数(株) 39,572,470 39,572,207

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 24円41銭 193円53銭

    (算定上の基礎)   

  親会社株主に帰属する中間純利益調整額(百万円) － －

    普通株式増加数(株) 615,392 615,636

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 　株式給付信託(BBT)の信託財産として信託が保有する当社株式を、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に含めております(当中間連結会計期間129千株)。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

　

第100期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年11月11日開催の取締役会におい

て、2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額     　                      　 1,786百万円

②　１株当たりの金額      　                    45円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　 2026年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 
2026年11月10日

 

株式会社大紀アルミニウム工業所

取　締　役　会　御　中
 

 

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

 大　阪　事　務　所  
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池　畑　憲　二　郎  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　西　基　嗣  

 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大紀ア

ルミニウム工業所の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から

2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大紀アルミニウム工業所及び連結子会社の2026年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レ

ビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 

(注)　１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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